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平成22年12月３日(金曜日）

午前10時01分開会

会議に付した案件

○概要説明

県民政策部

１．移住等促進に向けた取組の現状と課題等

について

２．地域公共交通対策(バス)について

３．宮崎県過疎地域自立促進方針等について

○協議事項

１．宮崎県中山間地域振興条例（仮称）の要

綱案等について

２．次回委員会について

３．その他

出席委員（12人）

委 員 長 宮 原 義 久

副 委 員 長 前屋敷 恵 美

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 黒 木 覚 市

委 員 押 川 修一郎

委 員 河 野 安 幸

委 員 黒 木 正 一

委 員 田 口 雄 二

委 員 髙 橋 透

委 員 河 野 哲 也

委 員 坂 口 博 美

委 員 岩 下 斌 彦

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のために出席した者

県民政策部

県 民 政 策 部 長 山 下 健 次

県 民 政 策 部 次 長 土 持 正 弘
（ 政 策 担 当 ）

県 民 政 策 部 次 長 江 上 仁 訓
（ 県 民 生 活 担 当）

部参事兼総合政策課長 永 山 英 也

総 合 交 通 課 長 中 田 哲 朗

中山間・地域政策課長 山 内 武 則

情 報 政 策 課 長 金 丸 裕 一

商工観光労働部

労 働 政 策 課 柳 田 俊 治
地域雇用対策室長

事務局職員出席者

政 策 調 査 課 長 日 髙 正 憲

政 策 調 査 課 主 査 松 﨑 勝 一

議 事 課 主 査 前 田 陽 一

○宮原委員長 ただいまから中山間地域振興対

策特別委員会を開会いたします。

まずは、本日の日程についてであります。

お手元に配付の日程案をごらんください。３

の概要説明では、県民政策部から、Ｕ・Ｉター

ンや空き家対策などの移住対策や中山間地域の

交通確保対策等を御説明いただくこととしてお

ります。

次に、４の委員協議についてでございます

が、11月26日に開催されました政策条例検討会

議において、中山間地域の振興に関する条例の

必要性が認められ、当委員会が条例案作成のワ

ーキンググループになることが正式に決定した

ところでございます。そこで本日は、条例要綱

案の決定や今後の手続等について御協議をいた
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だきたいと思っております。

本日は、このように取り進めてよろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、そのように決定いた

します。

では、これから執行部の説明に入ります。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時３分休憩

午前10時４分再開

○宮原委員長 委員会を再開いたします。

本日は、県民政策部及び商工観光労働部にお

いでいただきました。

それでは、説明をよろしくお願いいたします。

○山下県民政策部長 県民政策部でございます。

商工観光労働部も一部入っておりますが、どう

ぞよろしくお願いいたします。

座って説明させていただきます。

本日、御報告させていただく項目について御

説明をいたします。

委員会資料をお開きいただきまして、目次の

ところをごらんください。３点ございます。ま

ず、移住等促進に向けた取組の現状と課題等に

ついて、次に、地域公共交通対策（バス）につ

いて、最後に、宮崎県過疎地域自立促進方針等

についての３点でございます。

詳細につきましては、関係課長から説明させ

ていただきます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。

○山内中山間・地域政策課長 それでは最初に、

移住等促進に向けた取組の現状と課題等につい

て、説明をさせていただきます。

資料１ページでございます。まず、１の移住

等促進に向けた取り組みの現状の（１）取り組

みの目的でありますが、人口減少や少子高齢化

が進む中、あらゆる世代を対象とした本県への

移住（移住、二地域居住）等を促進することに

より、持続可能な地域づくりを進めたいと考え

ております。

次に、（２）取り組みの位置づけでありますが、

新みやざき創造計画で取り組む戦略のうち、「経

済・交流」拡大戦略の枝戦略として「おもてな

し日本一移住促進」を位置づけ、重点的に取り

組んできたところであります。

次に、（３）取り組みの方向性でありますが、

移住等を促進するためには、住宅、雇用、医療、

観光など全庁的・総合的な取り組みが効果的で

ありますことから、平成19年７月に移住等促進

庁内連絡会議を設置し、庁内で連携した取り組

みに関する調整や情報交換等を行ってきたとこ

ろであります。また、移住等促進に向けた取り

組みの主役は、住民に最も身近な自治体として

の市町村でありますことから、県としましては、

市町村の主体的な取り組みを支援するとともに、

全国に向けた情報発信や相談体制の整備等を

行ってきたところであります。

具体的な取り組みといたしましては、１ペー

ジ中ほど下に記載してありますとおり、平成18

年度から19年度にかけては、まず18年度に、②

の全市町村での相談窓口の設置としまして、市

町村に呼びかけ、市町村役場内で移住はどこの

課が所管し、窓口として相談に応じるかを決め

ていただいたところであります。次に、④の市

町村に対する補助事業につきましては、市町村

の主体的な取り組みに対する支援としまして、

首都圏等での移住相談対応、お試し滞在の取り

組み、空き家等情報バンク活動の支援を行って

いるところであります。次に、⑤全国への情報

発信としまして、県の移住情報サイトの開設、
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移住等の促進に取り組むＮＰＯ法人ふるさと回

帰支援センターが東京都の銀座に設けておりま

す「ふるさと暮らし情報センター」でのパンフ

レットなどの広報ブースの設置や、ふるさと回

帰支援センターのスタッフによる個別の移住相

談対応等ができる窓口の設置をしたところであ

ります。それと、知事を先頭に東京や福岡での

移住セミナー等も開催するなどして、全国に向

けて情報発信を行ってきたところであります。

次に、平成20年度から21年度にかけましては、

①の大都市圏での移住等セミナーの開催としま

して、東京、大阪などの全国の大都市圏で移住

セミナー等を開催することにより情報発信を強

化し、本県への移住の取り組みをＰＲするとと

もに、相談者に対する本県への移住への支援を

行ってきたところであります。②の全国団体と

の連携としまして、移住等の促進に取り組む全

国的な組織であります移住・交流推進機構

―42の道府県と多くの市町村や民間企業が加

盟する官民共同の全国的な組織―を通した効

果的な情報発信等も行ってきたところでありま

す。

２ページをお願いいたします。次に、今年度

の取り組みであります。移住等の促進につきま

しては、全庁的・総合的な取り組みということ

で、住宅、雇用、医療、観光など関係分野の担

当課がさまざまな移住等関連事業に取り組んで

おりますが、ここでは主な取り組みとしまして、

みやざき移住定住促進事業、新規事業の宮崎移

住・地域おこし後継者発掘事業、Ｕ・Ｉターン

対策事業の３つの事業を説明させていただきま

す。なお、Ｕ・Ｉターン対策事業につきまして

は、後ほど労働政策課の地域雇用対策室長のほ

うから御説明をいたします。

まず、３ページをお願いいたします。１つ目

としまして、みやざき移住定住促進事業であり

ます。

１の事業目的でありますけれども、この事業

は、あらゆる世代の都市住民等を対象として、

本県の住みよさや魅力をアピールし、本県への

移住の呼びかけを行うとともに、市町村や地域

住民が主体となった相談・受け入れ体制の充実

を図ることで、本県への移住定住を促進するこ

とを目的としております。

２の事業概要といたしましては、まず、（１）

移住相談体制の強化ということで、先ほど御説

明しました大都市圏での移住相談会等の開催の

ほか、インターネットや移住情報誌などのさま

ざまな媒体を活用して全国に向けた情報発信を

行っております。

次に、（２）市町村の取り組みに対する支援と

いうことで、市町村が行う首都圏等での移住相

談対応、お試し滞在の取り組み、空き家等情報

バンク活動に加え、今年度から新たに、移住者

のフォローアップ活動に対する支援を行ってい

るところであります。

事業費としましては、３にありますとお

り、1,392万3,000円となっております。

４の進捗状況でありますが、今年度はこれま

でに、移住相談会等を東京で３回、大阪で１回、

計４回実施したところでございます。なお、今

年度は、移住等の促進に取り組む全国的な団体

でもありますＮＰＯ法人ふるさと回帰支援セン

ターと共同で今月中旬に、東京と大阪でそれぞ

れ１回の相談会を実施する予定としております。

また、市町村に対する支援につきましては、既

に日南市、串間市など３市１町に対し支援を決

定しているところであります。

４ページをお願いいたします。新規事業の宮

崎移住・地域おこし後継者発掘事業であります。
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１の事業目的にありますように、この事業は、

後継者を必要としている生産者のニーズと、仕

事を求めている移住希望者のニーズのマッチン

グの場を提供することにより、本県中山間地域

への移住定住を促進することを目的としており、

今年度から新規事業として取り組んでいるもの

であります。なお、ここでいう生産者につきま

しては、農林水産業を初めとする第１次産業、

２次・３次産業まで幅広い事業者を含むものと

しております。

事業の概要及び進め方といたしましては、２

にありますとおり、まず、県内で後継者を探し

ている農林漁業者や伝統工芸品制作者等の情報

を庁内関係各課と連携して収集しまして、移住

希望者にワンストップで提供することにより

マッチングの支援を行います。次に、中山間地

域において活動している生産者と移住希望者と

の間でマッチングが成立し、移住希望者が１年

以上雇い入れられる見込みとなった場合には、

県は生産者と事業委託契約を締結し、ふるさと

雇用再生特別基金を活用して新規雇用者の人件

費を負担することとしております。

事業費としましては、３にありますとお

り、2,536万4,000円となっております。

４の進捗状況でありますが、ことし11月末現

在で、農業や漁業等の後継者として４世帯４名

の方が、串間市、綾町、五ヶ瀬町にそれぞれ移

住されております。

恐れ入りますけれども、２ページにお戻りい

ただきたいと思います。（５）の取り組みの成果

でありますが、移住に関しましては、新みやざ

き創造計画において「４年間で100世帯」の移住

を実現するという目標を掲げて取り組んでいる

ところであります。移住の実績につきましては、

いつの時点からカウントを始めるかの違いで３

種類の実績数を掲載しております。表の中の上

から３つ目の数字168世帯が、「４年間で100世帯」

という目標に対応する成果ということになりま

すが、これは、その下に記載しております平成19

年度の41世帯、20年度の60世帯、その下の42世

帯、そして、今年10月末現在ですが、22年度の25

世帯を合計した数字となっております。なお、

この移住世帯数につきましては、移住実現まで

の過程で情報提供や個別相談対応など、県や市

町村が何らかの形で支援した世帯をカウントし

たものであります。

最後に、２の今後の課題と対応策であります

が、「４年間で100世帯」という目標は達成した

ものの、さらなる成果を上げるためには、移住

等の促進に向けた取り組みを強化するよう各市

町村に働きかけるとともに、市町村や関係部局

等と連携を図りながら、インターネットや移住

情報誌などさまざまな情報媒体を活用した全国

に向けた情報発信、また移住希望者のさまざま

な相談に一括して対応できる移住相談会を今後

も継続して開催するなど、相談体制の充実にも

努める必要があると考えております。

移住等に関する私からの説明は、以上であり

ます。

○柳田地域雇用対策室長 地域雇用対策室です。

特別委員会資料の５ページをお開きいただき

たいと思います。Ｕ・Ｉターン対策事業につい

て御説明いたします。

まず、１の事業目的は、県外のＵ・Ｉターン

希望者の就職と県内企業の求める人材の確保を

支援することであります。

次に、２の事業概要ですが、次の２つの事業

を実施しております。まず、（１）のふるさと雇

用情報センター運営事業につきましては、イン

ターネット上で人材・求人登録や情報提供等を



- 5 -

行う「ふるさと宮崎人材バンク」の運用を行い、

Ｕ・Ｉターン希望者と県内企業の仲介等を行っ

ております。

次に、（２）のふるさと就職説明会開催事業に

つきましては、Ｕ・Ｉターン希望者と県内企業

の出会いの場として、「ふるさと就職説明会」を

東京、大阪、福岡で開催しております。

３の事業費は、986万5,000円です。

次に、４の事業実績です。（１）のふるさと宮

崎人材バンクの運用実績についてですが、21年

度をごらんいただきますと、その実績につきま

しては求人企業は555社です。ここで、まことに

申しわけありませんが、その右側の登録者に数

字の誤りがありましたので、訂正をお願い申し

上げます。記載は「1,406人」ですが、正しくは

「1,386人」です。訂正して、おわびさせていた

だきます。また、その右隣の21年度の就職決定

者は14人となっております。

次に、（２）のふるさと就職説明会の開催実績

につきましては、表にありますように既に22年

度の実績が出ておりまして、参加企業が57社、

参加者が351人で、就職決定者は14人となってお

ります。

説明は以上であります。

○中田総合交通課長 総合交通課でございます。

６ページをお願いします。地域公共交通対策

（バス）について御説明をいたします。

まず、１のバスを取り巻く環境についてであ

ります。恐れ入りますが、８ページをごらんく

ださい。この資料は、県内一円をカバーしてお

ります宮崎交通の一般路線バスにおける輸送人

員の推移をまとめたものでございます。表とグ

ラフにありますとおり、一般路線バスの輸送人

員は、人口減少やモータリゼーションの進行等

に伴いまして年々減少しており、平成21年度の

輸送人員は、一番上のピーク時の44年度に比べ

まして12.7％となっております。このような状

況からバス事業者の収益が悪化し、既存のバス

路線の維持・確保が大変厳しい状況になってお

ります。その一方で、みずから自動車を運転で

きない高齢者が増加するなど、生活に必要不可

欠な移動手段の確保が求められているところで

あります。

６ページにお戻りください。２の県内のバス

の運行状況についてでありますが、３つの運行

形態に分けて御説明いたします。（１）から（３）

までのバスの市町村別運行状況の一覧表を９ペ

ージに掲げておりますので、そちらのほうとあ

わせてごらんいただきたいと思います。まず、

（１）の一般路線バスにつきましては、宮崎交

通などのバス事業者が自主的に運行する路線バ

スで、県内では23の市町村で運行されていると

ころであります。次に、（２）の廃止路線代替バ

スにつきましては、一般路線バスの収益の悪化

から路線が廃止された場合において、市町村が

主体となって運行するバスでありますが、県内

では18の市町村で運行されております。（３）の

コミュニティバスにつきましては、一般路線バ

ス、廃止路線代替バスのほかに、地域の実情に

応じた移動手段を確保するため、市町村等が主

体となって運行するバスで、県内では20の市町

村で運行されているところであります。

次に、３の補助事業の概要等についてであり

ます。県といたしましては、主に広域行政の立

場から、複数市町村をまたがるバス路線等につ

いて必要な財政支援を行うこととしているとこ

ろであります。まず、（１）の一般路線バスにつ

いてでありますが、①の生活交通路線及び②の

準生活交通路線に対しまして補助を行っており

ます。①の広域的幹線的路線であります生活交
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通路線につきましては、その運行欠損額及び車

両購入費について、バス事業者に対し国と県が

協調して補助しております。補助率及び21年度

補助実績につきましては、資料に記載してある

とおりでございます。７ページに移りまして、

②の準生活交通路線につきましては、その運行

欠損額について、県と市町村が協調してバス事

業者に対し補助しております。次に、（２）の廃

止路線代替バスにつきましては、複数市町村に

またがる路線について、その運行欠損額の２分

の１を市町村に対し補助しております。（３）の

コミュニティバスにつきましては、単一市町村

内の廃止路線代替バス等にかえて市町村がコ

ミュニティバスを導入する場合、その市町村に

対し導入費用等について２分の１を補助してき

たところであります。

最後に、４の最近の新たな動きについてであ

ります。いわゆる過疎法の改正に伴いまして過

疎債の対象事業が拡充され、住民の身近な生活

交通の運行費などのソフト事業分についても過

疎債の対象になったところであります。また、

（２）国土交通省の23年度概算要求におきまし

て、生活交通サバイバル戦略として、地域公共

交通関係の国の補助事業を抜本的に見直す方針

が示されたところでありますが、現在のところ、

事業内容、補助スキーム等の詳細が不明であり

ますので、情報収集に努めているところであり

ます。

地域公共交通を取り巻く環境は非常に厳しい

ものがありますが、県といたしましても、特に

過疎化、高齢化の進む地域など、住民の移動手

段の確保については大きな課題であると認識し

ております。したがいまして、今後とも、国や

市町村、バス事業者等とともに適切な役割分担

と連携を図りながら、県民の大切な交通手段の

維持・確保に努めてまいりたいと考えておりま

す。

説明は以上であります。

○山内中山間・地域政策課長 引き続きまして、

資料10ページをお願いいたします。宮崎県過疎

地域自立促進方針及び宮崎県過疎地域自立促進

計画についてであります。これらの策定及び内

容等につきましては、これまでも６月以降特別

委員会で御説明をしてきたところでありますが、

今回、策定いたしましたので、御報告するもの

であります。

まず、１の方針・県計画策定の趣旨にありま

すように、過疎地域自立促進特別措置法が一部

改正され、ことし４月に施行されたことを受け

まして、引き続き、県内の過疎地域における総

合的かつ計画的な自立促進のための施策を推進

するために、方針を８月末に、県計画を11月に

策定したところであります。方針は、本県の過

疎地域対策の大綱とも言えるもので、過疎市町

村が計画を策定する上での指針となるものであ

ります。県計画につきましては、方針に基づい

て、各部局が過疎市町村で実施する事業を計画

として取りまとめたものであります。市町村が

事業主体となる事業につきましては、市町村計

画に記載されることとなっております。

なお、策定に当たりましては、今回の法改正

で新たにソフト事業についても過疎債を充てる

ことが認められたことを踏まえ、ソフト対策の

充実に配慮した記述内容としております。

次に、２にありますように、対象地域は16市

町村―12ページをごらんいただきたいんです

けれども、対象地域はこの地図に示してある網

かけのしてある地域で、一部区域が過疎地域と

みなされる市町村も含んでおります。恐れ入り

ますけれども、もとにお戻りいただきまして、
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この方針・県計画の期間は、平成22年度から27

年度までの６年間となっております。

３の方針・県計画の概要でありますが、法で

定められました基本的な事項、産業の振興など

の９つの項目について、それぞれ方針と県計画

の具体的な取り組み例を記載しております。例

えば、（２）の産業の振興では、産業振興のため

の生産基盤整備や担い手の育成・確保を図ると

ともに、地域の持つ資源を活かした産業おこし

を推進するという方針に基づきまして、中山間

地域総合整備事業や中山間地域新産業・雇用創

出緊急対策事業などに取り組むこととしており

ます。（３）の交通通信体系の整備等では、道路

交通網や情報通信基盤等の整備を進め、広域的

な交通通信ネットワークの形成に努めるという

方針のもと、県道等の整備や地方バス路線等運

行維持対策事業を、次の11ページの（９）の集

落の整備では、住民の主体的な活動を促進し地

域リーダーを養成するとともに、外部からの人

材支援制度の活用を推進し、集落環境の整備を

図るとして、いきいき集落応援事業などを実施

しているところであります。県計画の実施事業

につきましては、毎年度、適宜見直しを行うこ

ととしております。

めくっていただきまして、12ページの一番上

でございますが、市町村計画につきましては、

既に策定済みの市町村を含め、12月末までに15

の市町村が策定予定であります。

13ページには、過疎地域自立促進方針に定め

る施策の体系図を添付しております。また、別

冊として過疎地域自立促進方針及び県計画を添

付しておりますので、後ほどごらんいただきた

いと思います。

以上で説明を終わります。

○宮原委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑などございましたら、お願いい

たします。

○緒嶋委員 ２ページ、数字的なものですが、19

年度以降168世帯が移住したということでありま

す。これは市町村別にはどういうことになって

いるんですか。

○山内中山間・地域政策課長 168世帯の内訳と

して、一番多いのは宮崎市です。合併された清

武町を含めますと86世帯、51.1％であります。

あとは大きいところとしまして、日南市が16世

帯、串間と西都が６、延岡市が10、日向市と綾

町が７、トータルの168世帯という形になってお

ります。

○緒嶋委員 実際は、どちらかといえば過疎地

よりも利便性のいいところに移住する。ここあ

たりが過疎対策の難しさで、移住でおいでになっ

ておるのはいいんですけれども、逆に、宮崎県

から県外に移住されたというものはわからない

ですか。これ以上に移住、転出しているんじゃ

ないかと思うんですけれども、そういう数字は

わかりませんか。

○山内中山間・地域政策課長 恐れ入りますけ

れども、転出等のデータは今手元にございませ

ん。

それから、先ほど申しおくれましたけれども、

いわゆる中山間地域、地域振興５法、さらに広

くとりまして農林業センサスでいう中間農業、

山間農業地域で、一部かぶっている部分を除い

て完全にかぶっているところだけの集計をしま

すと、168世帯の中に54世帯、32％という結果に

はなっております。一部入っているところは、

具体的に市町村のどこというところまでは把握

しておりません。農林業センサスを含めたら最

低でも３割は中山間地域に移住されているとい

うデータになっております。
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○緒嶋委員 それと、移住された人の世帯主の

年齢はわからないのか、どういう世帯の構成の

人たちが移住してきているか。

○山内中山間・地域政策課長 データとしまし

ては、意外と、168世帯のうちの113世帯、67％

が20代、30代、40代を足したものであります。

○緒嶋委員 できるだけ若い人が移住していた

だいたほうが、高齢者は国保とかいろいろ福祉

的な負担もふえるわけだから、生産人口がふえ

ることのほうがいいのかなと思います。

それと、Ｕターン、Ｉターンの中で、求人企

業はそれぞれ555と637、登録者も1,000人を超し

ているわけですけれども、就職決定者はその割

には少ないわけですね。これはどういうふうに

理解すればいいですか。

○柳田地域雇用対策室長 マッチングの難しさ

があるというふうに考えております。実際、う

ちのほうで紹介したのが95件ありまして、それ

以外にも企業側からの問い合わせとか418件ある

んですけれども、企業側からしますと、都市部

におられる方なものですから、ある程度レベル

の高い方、資格を持っているとか、それなりの

部署についておられて即戦力として働いてもら

える方を希望されているというところがありま

す。一方、求職者側にしますと、都市部と宮崎

との給与格差があるものですから、面談はして

いただくんですけれども、なかなかそこまで結

びつかないというのが現状でございます。

○緒嶋委員 有効求人倍率の中でこういうこと

になると、ここあたりはどういうふうに解決す

るかが課題だと思うんですけれども、どういう

ふうに将来的には考えられますか。

○柳田地域雇用対策室長 雇用の問題というこ

とで、これは全般的な話ですけれども、地元で

求職の場をつくることが必要ではないかと思っ

ております。これにつきましては、県外事務所

がございますので、そちらのほうからも大学等

を回って募集もかけておりますし、県のほうで

はこういう人材を求めていますということで、

いろんな相談会の場でも県内企業の求める状況

を出しているところでありますので、その辺を

もう少し周知、啓発をしながら、できるだけマッ

チングがふえるようにしていきたいと思ってお

ります。

○緒嶋委員 ぜひ頑張ってください。

それと、地域公共交通、バスですけれども、

過疎地では、生活する上で足の確保、移動確保

というのが大変厳しくなってきておるわけです。

特に高齢者になると、車を持っていたけれども、

交通安全の立場から車の運転もできないという

人が相当ふえておるわけです。そうなりますと

代替バスあるいはコミュニティバスに頼らざる

を得ない。市町村にすると、その運行コストに

大変苦労される。その中でもバスのルートを短

くするとかいろいろやることで、ますますもっ

てその地域に住みにくくなるということがある

わけです。その中で過疎債等でソフト事業とし

てこういう運行に支援ができるというのは大変

ありがたいわけですけれども、まだまだ充実し

なきゃいかんのじゃないかと思うんです。その

あたりの全体的な動きというのはどうなってお

りますか。

○中田総合交通課長 先ほど最後のところで、

最近の新たな動きの（２）で、国のほうで新た

な概算要求を行っているという話をしましたけ

れども、今回、国のほうが生活交通サバイバル

戦略、生き残り戦略ということで、バスとかい

ろんな交通関係の８つの事業を一本化して予算

要求しております。最終的に予算がどうなるか

わかりませんが、国のほうとしても、都市部で
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はなくて、地域の生活交通の確保というのは非

常に重要だという認識で、予算要求としては、

今年度215億だったものを、要求段階で453億要

求いたしております。これは「元気な日本復活

特別枠」で、予算自体が１兆3,000億に対して２

兆9,000億要求がなされておりますので、最終的

にどうなるかわかりませんけれども、先般の評

価会議でもＢ評価ということになっております

ので、ある程度の予算の確保はできるだろうと

思っておりますし、県としましても、国の事業

を活用しながら、また市町村等とも一緒になっ

て、特に過疎化、高齢化が進んでいる地域では

非常に大きな問題ですので、足の確保について

考えていきたいと思います。

○緒嶋委員 県はここ数年、廃止路線代替バス

の支援とかコミュニティバスの支援をしておら

れるんですが、県の予算はふえておるわけです

か。

○中田総合交通課長 生活交通路線バスにつき

ましては、国の補助基準がございますので、そ

れに沿って補助しておりますけれども、毎年毎

年国の補助単価が変わる関係で若干増減は出て

きております。

廃止路線代替バスにつきましては、委員も御

存じかもしれませんが、以前は市町村内の廃止

路線代替バスも県の補助対象にしておりました。

しかし、20年度から複数市町村にまたがる代替

バスについてのみ補助しておりますので、補助

金としては減っている形になっております。

○緒嶋委員 コミュニティバスは、バスの購入

だけの支援ということになるわけですか。

○中田総合交通課長 コミュニティバスは、地

域バス再編支援事業として実施しております。

スキームとしては３つございまして、一つが市

町村で計画をつくる場合の補助、バスの購入に

対する補助、それから運行費の補助ということ

で補助をしております。

○緒嶋委員 バスの購入は一時的なものですが、

運行費の補助は今後とも継続するということで

すか。

○中田総合交通課長 バス再編支援事業につき

ましては、21年度は運行費のみの補助をしてお

りますけれども、今年度も運行費だけの補助で

す。この事業につきましては22年度で終期を迎

えておりまして、ことしの９月運行分までの補

助ということになっております。

○緒嶋委員 これは国の動きとの絡みもあるわ

けですが、財政的に県も市町村も大変苦しいわ

けです。そのあたりも国の動向を見ながら、打

ち切るということじゃなくて―県もできるだ

け中山間地対策をやろうと言いながら、片一方

でそういうのを打ち切るということは整合性も

ないわけだから、そのあたりの予算的なものは

次年度以降も十分配慮して対応してほしいとい

うことを要望しておきます。

○田口委員 移住の件で２～３お伺いします。

先ほど移住168世帯、移住の実現に県、市町村

が何らかの形で関与したものを計上というふう

になっておりますけれども、その定義、168世帯

はどのようにして決めているのか。例えば県外

から来たものも入っているとかいろんなものが

あると思うんですけれども。

○山内中山間・地域政策課長 実際、非常につ

かみにくいというんでしょうか、例えば県の窓

口、市町村の窓口に、「自分は移住を考えている

んですけれども、どこかいいところはありませ

んか」もしくは「住む場所としてはどんなとこ

ろがありますか」というような問い合わせが実

はございまして、最終的に、御本人の判断等も

あって「移住をしました」と御本人から申告が
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あったものを数えたものであります。行政の関

与が全くなくして、例えば知人を介して宮崎に

移住をしてこられたというのはカウントしよう

がないものですから、そこは入っておりません。

相談、それから県、市町村を含めて何らかの形

で関与したものを計上というふうにしておりま

す。

○田口委員 市町村が関与したということは、

すべて県外、あるいは宮崎県出身だけれども、

帰ってくるときに行政に関与してもらったらそ

れも入っているということなんですか。

○山内中山間・地域政策課長 委員おっしゃる

とおり、宮崎県出身で県外で働いておられて、

何かの機に帰ってきたいということで、市町村

もしくは県の窓口を通していただいて、その後、

本人から「私、移住しました」と申し出がない

と……。私どものほうも「その後どうしました」

ということでアンケート調査をして、「実はもう

移住しました」というお答えもいただいている

ところです。可能な限り把握をするようには努

めておりますけれども、そういう形で計上させ

ていただいております。

○田口委員 先ほどはどこに移住したかという

のが出ていましたけれども、どこから移住して

きたかという数字は把握していますか。

○山内中山間・地域政策課長 前住所は、広い

範囲でブロックごとぐらいでしかわからないん

ですけれども、セミナー等を開いている東京、

大阪を中心に考えますと、一番多いのは関東、

この168世帯の中の60世帯、それから中部、近畿

で45世帯ですので、関東、中部、近畿を合わせ

ますと105世帯の62.5％という形になっておりま

す。

○田口委員 沖縄県が物すごく移住する人が多

いんですけれども、結局、行きますと仕事がな

い等々で、結構帰っている人も多いんです。夢

を持って行ってみたけれども、結局は仕事もな

かったと。沖縄は非常に就職率も悪い、求人倍

率も悪い。168世帯は全部宮崎に残っていると

思っていいんですか。

○山内中山間・地域政策課長 残っていてほし

いと思っておりますけれども……。申しわけな

いんですが、個人情報ということもありまして、

最後の追跡のところまでは至っていないのが現

状であります。

○田口委員 実は私ども会派の視察で沖縄に

行ったときに、移住を促進しているＮＰＯ法人

で半分会社組織みたいになっているんですけれ

ども、そこに行ったときに、私たちが行くと言っ

たものですから、事前に「来んね、住まんね」

等々のホームページを見ておりました。そのと

きに、「確かにホームページはあるけれども、こ

れは本当に移住したい人に情報を発信していな

い。今のインターネットの世界では、２度クリッ

クして見たいものに届かなければ、もうその先

は見ませんよ。こういう部分はぜひ改良しなく

ちゃいけませんね」と言われたんです。そのと

きに沖縄の代表者の方が、「私だったらゴルフの

環境だけでも人を呼べます」と言ったんです。

そういう意味では、宮崎はよそから見たらゴル

フの環境というのは最高にいい。私が東京にい

たころは１～２時間かけてゴルフ場に行ってい

たんですけれども、ここは15分かそこらで行け

るところに物すごくいいゴルフ場ばかりですか

ら、まさにゴルフだけでも客を呼べると。そう

いうことも言っていました。宮崎とか日南が多

いというのは、サーフィン等で来ている人も結

構おるんですか。そのあたりはつかんでいない

ですか。

○山内中山間・地域政策課長 委員おっしゃる
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ように、日南、串間はサーフィンでというお話

もよくお聞きはするんですけれども、具体的に

移住の動機までは個別に分析はいたしておりま

せん。

○田口委員 この後、動機を伺おうかと思って

いたんですけれども、168世帯が宮崎になぜ来た

かということはつかんでいないということです

ね。来るきっかけになった理由。

○山内中山間・地域政策課長 今、個別にはつ

かんでいません。Ａさんは何の目的を持って移

住してきたというところまで分析はしておりま

せんけれども、アンケート調査をずっとやって

おりますので、委員おっしゃるように、サーフ

ィンがどうしてもしたい、それを生活の一部に

組み入れたいんだというようなことで来られて

いるとか、自然の中で暮らしたいとか。自然と

いってもアバウトですけど、そういう形での動

機というものはある程度把握しているつもりで

あります。ずっとデータをとっておりますので。

ただ、個別にＡさんがどうだというところまで

は追い切れていないというのが実情であります。

○田口委員 先ほど「来んね、住まんね」の話

をしましたけど、あれを管理しているのはどこ

になるんですか。

○山内中山間・地域政策課長 私どもの課のほ

うで管理をしておりますので、まさしく、おっ

しゃるゴルフの環境というのも何らかの形で検

討していきたいと思います。

○田口委員 宮崎におると宮崎のよさが意外と

わからんところがあって、よそから見ると宝の

持ち腐れみたいになっているものが結構あると

思うんです。延岡の人間が「延岡には何もない」

とよく言うんですけど、「ただ、何もあんたら知

らんだけよ」と言うんです。眠っているものが

山のようにあるんですけれども、そのよさを知

らない部分がありますので、宮崎のよさをもう

一度遠くから客観的に見ていただきたいと思い

ます。

それと、先ほど出ましたふるさと回帰支援セ

ンターは、銀座に行ってみましたし、宮崎のブ

ースも見せていただきましたが、あそこは外国

人から何から物すごい数が来ていまして非常に

活気あふれていました。その中でも福島県、和

歌山県等が非常にうまくいっているという話も

聞きました。特に和歌山の色川という地区は住

民の６割近くが移住者になっていると。そこの

特徴は何かというと、試しに半年ぐらいそこに

住んで、地元の人が移住してもいいかどうかを

決めるというんです。要するに、トラブル等な

いように、もともと静かな村にわけのわからん

人が来て、そこの慣習やいろいろなものが乱さ

れると困るというのもあるものですから、地元

の人たちが、あなたをここで受け入れるかどう

かという判断をして、そこでいいですよとなる。

そういうことですから村の中でもしっくりいっ

とって、今、村のリーダーに移住してきた人が

なって、新たなまちづくりをしてくれていると

いうのもありました。そういう部分は非常に参

考になると思ったものですから、ふるさと回帰

支援センター等でそのあたりを調査していただ

きたいと思います。よろしくお願いします。

○河野安幸委員 バス事業者、いわゆる宮交に

ついてちょっと伺っていきたいと思いますが、

県とされては、赤字路線バス、宮崎交通にどれ

ぐらいの補助金を出しておられるんですか。

○中田総合交通課長 宮崎交通への補助額です

けれども、21年度で２億7,400万余ということに

なっております。

○河野安幸委員 私は清武町ですけれども、清

武町には生活路線バス、いわゆる赤字路線バス
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が３本あるわけなんです。合併前、清武町単独

で年間870万ぐらい宮交に補助、赤字負担をして

おったわけです。宮交が乗車率調査をします。

年に２回すると言いますけれども、それははっ

きりわかりません。その乗車率調査は抜き打ち

でするものだから、恐らく余り乗っていない日

をするんじゃないかという感覚もあるし、実際、

赤字かどうか調査されたことがありますか。

○中田総合交通課長 私どもは、宮交の全路線

のうち約７割が赤字路線というふうに聞いてお

ります。生活交通路線につきましては、国の補

助額を決定するに当たりまして平均乗車率が一

つの要件になっておりますので、そのあたりで

調査をされていると思っております。

○河野安幸委員 年間２億以上も宮交に補助を

出すことについては、宮交に対しての調査とい

うのも必要じゃないかと思っているんです。清

武町に短期大学がございます。うちは尾平線で

すけれども、尾平線は女子短大を経由するんで

す。ローカル線だから４本ぐらい短大折り返し

をするんです。生活路線バス、赤字路線バスが

入る２分前に折り返しバスを出すわけです。赤

字路線バスには短大生は乗らないんです、もう

出ているから。そういう意図的なことをするん

じゃないかという感じがしてならんとです、宮

交に対して。私が議長のころも、そういう不満

を持って宮交に交渉に毎年行っていました。宮

交の乗車率の調査を県のほうで指導してくださ

い。

○中田総合交通課長 宮崎交通のほうも、先ほ

ど言いましたように非常に厳しい経営状況の中

で、利用促進ということで、例えば団地内のフ

リー乗降を導入したり、利用者の利便性の向上

のために努力されているところもございますの

で、そのあたりは御理解いただきたいと思って

おります。

○押川委員 10ページであります。確認の意味

で、２の方針・県計画の対象地域16市町村とい

うことでありますけれども、この16市町村、12

ページの網かけの部分ということでありました

よね。これは間違いないですか。

○山内中山間・地域政策課長 網かけという表

現が悪いかもしれませんが、黒く塗っておると

ころ、斜線も含みます。これは過疎地域自立促

進特別措置法に基づいて指定をされた地域でご

ざいますので、ここはこのとおりであります。

延岡市につきましては、22年度から27年度まで

なので、延岡市の全域は今はみなし過疎になっ

ておりますけれども、半年ぐらい先にはそこは

外れていきます。

○押川委員 西都市も東米良を抱えているわけ

でありまして、そういったことの対応というも

のは全くないわけでしょうか。

○山内中山間・地域政策課長 今回の過疎法の

延長に伴いまして、今も非常に厳しいところに

つきましては入れられないのかという議論は確

かにございました。ただ、どうしても市町村単

位で指定をするという基本になっておりまして、

平成の合併以前、昭和の合併まで戻れないかと

いう議論はあったんですけれども、最終的には

その要望は聞き入れられずに、平成の合併の段

階での一部みなし過疎という結果になったとこ

ろであります。

○押川委員 今回合併をされたから、延岡の場

合は過疎地域とみなされるということで入るわ

けですけれども、中山間地という視点からいく

とちょっと不公平ではないかという気がするん

です。我々中山間地の条例までつくろうという

ことで今議論しているわけですから、納得のい

く形で県の方針が出てこないと、私は納得いか
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んなということで今質問させていただいておる

ところです。これは無理ということでしかない

わけでしょうか。

○山内中山間・地域政策課長 法で定められた

市町村に対する方針・計画をつくるということ

になっておりますので、この過疎地域自立促進

方針もしくは計画の中にそういう地域を入れる

というのは、現実的には無理でございます。

○髙橋委員 先ほどの移住の関係で、関連する

んで申し上げますが、定義の問題いろいろとあっ

たと思うんです。これは転入の一つですよね。

転入にもいろいろとあって、転勤の人たちもい

るわけで、その人たちはいずれまた転勤で出て

いかれますから、それは移住とは言わない。こ

れは当然のことです。移住にもいろいろ形があっ

て、先ほど説明がありましたように、113世帯、67

％が現役世代ということで、大変ありがたいと

いう印象を持ちました。逆に、33％は定年世帯

というふうに理解していいんでしょうか。定年

退職、リタイアという言い方をしていいかどう

かわかりませんが、定年後に移住をした方とい

う理解でいいんでしょうか。

○山内中山間・地域政策課長 具体的なデータ

としましては、60歳代以上は168世帯の中の25世

帯、それから、恐縮ですけれども、168世帯の中

で18世帯については不明の部分が少しあります。

ずっと追いかけてはいるんですけれども、最終

的には自己申告という世界もありまして、つか

み切れていない分野が少しございます。

○髙橋委員 先ほどもありましたけれども、移

住の数字というのは申告だから、不明があって

も別にこの数字は間違いじゃないと思うんです。

自力で移住している人も結構いるわけで、私も

結構知っています。だから、かなりの世帯が移

住されているというふうに理解をしていいと思

います。

次に、バスの関係ですけど、結局、バスの考

え方は、赤字なんだからバス事業者としては撤

退したいはずです。撤退したいけれども、生活

路線、県民の足を守るという行政の立場から、

補助金を出すから走ってくれというお願いをし

ている、そういう理屈だと思っています。ただ、

乗車率の関係は、確かに河野委員がおっしゃる

ように、そこはまた精査していただきたいと思っ

ています。

一般路線バスの一覧表を見たときに、認識が

間違っているかもしれませんから確認なんです

けど、南の玄関口串間市に一般路線バスが走っ

ていたかなと、あそこはコミュニティバス一本

化になったんじゃないかと思っていましたが、

一般路線バスに丸がついているものですから。

○中田総合交通課長 ここに書いてありますよ

うに走っているはずです。

○髙橋委員 私の認識不足だと思います。

先ほど緒嶋委員からありましたコミュニティ

バスの補助ですけど、これは３カ年という補助

の期間がありました。確認ですけど、22年９月

までの運行で終わりと先ほど答弁されました。

これ以降のコミュニティバスの補助はないとい

うことでしょうか。例えば、西都はコミュニテ

ィバスは運行していませんよね。新たにコミュ

ニティバスの事業を展開したいというときには

補助はあるんでしょうか。

○中田総合交通課長 きょう御説明いたしまし

た地域バス再編支援事業は今年度で終わりです

ので、これからの支援はないということになり

ます。

コミュニティバスの運行に関しましては、県

だけではなくて国の事業もございます。現実、

小林など国の事業を活用してコミュニティバス
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が走っているところもございます。今回、事業

はなくなりますけれども、先ほどちょっと御説

明いたしましたように、過疎法の関係とか、今

回、国のほうで抜本的な事業の見直しをやって

おりますので、そのあたりの状況を見ながら、

当然県としても考えていかないといけないのか

なと考えております。

○髙橋委員 もう少し聞きますが、現在コミュ

ニティバス事業を展開している市町村が、路線

をまたふやすとか、既存の運行計画をもっと豊

富にしたいと、それは運行補助の対象になって

いくんでしょうか。

○中田総合交通課長 先ほど言いましたように

今の事業は今年度で終わりですので、新規の分

は当然ございません。

○髙橋委員 だから、ないんですよね。単純に

聞きますと、今後、西都やえびのがコミュニテ

ィバスを走らせようというときには、今のとこ

ろ補助の計画はないと理解をしておかないとい

けないんでしょう。

○中田総合交通課長 先ほども言いましたよう

に、コミュニティバスを運行する場合の国の事

業もございます。そういうものの活用等も当然

考えられるわけでございますし、先ほど言いま

したけれども、県としても、過疎化、高齢化が

進んでいる地域の交通手段の確保は非常に重要

な課題と考えておりますので、そのあたりは市

町村と一緒になっていろいろ考えていきたいと

思っております。

○髙橋委員 現時点でいろいろと難しい面もあ

るんでしょうが、国は何らかの補助をする、県

として今のところまだ何とも言えない部分があ

るんでしょう。ただ、市町村だけではようしき

らんとです、早い話が。だから、国が支援をす

る。県も国とタイアップして何らかの支援をし

ないと、市町村はもたないと私も思います。そ

してまた、先ほど言いましたように新たにコミュ

ニティバスを充実させたり、やっぱり不便さは

残るんです。本数が１日３本とか、土日は休む

とかいうことがあって、どんどん住民の要望を

受け入れながら充実していこうという計画も

あったりして。

それと、もう一点聞きますが、自治会なんか

で輸送支援するところがあります。まだ県内は

ありません。せんだって、中山間地域対策特別

委員会で島根に行ったときにそういうお話を

伺ったんですが、規制緩和で二種免許がなくて

もいいということでＮＰＯ法人とか認められて

いますよね。県内でそういうところを検討して

いる市町村があるでしょうか。

○中田総合交通課長 ＮＰＯ法人が運行してい

る路線はございません。ただ、宮崎市において

地域の人たちで実行委員会をつくりまして、宮

崎市２地区、北地区と木花地区でバスを運行し

ております。それに対して宮崎市のほうから補

助をしてやっているという事例はございます。

○髙橋委員 島根県は成功例なんでしょうが、

人を乗せるわけですから安全面をしっかりやら

ないと、もし事故があったときだれが責任をと

るのか、どこに責任を追及するのかというのも

あるものですから、今のところ宮崎県内として

具体的にはございませんということでありまし

たので、またいろいろと勉強させていただきた

いと思います。

○坂口委員 参考までに、４ページの基金事業

です。一番下、４番、農業、漁業の後継者とし

て４世帯が移住済みということですけど、あく

までもこれは後継者が目標だと思うんです。特

に漁業の後継者というのは、漁業権とか組合に

加入するとか、入り口での随分高いハードルが
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あると思うんです。そこらまでちゃんと解決し

ての移住になっているんですか。

○山内中山間・地域政策課長 漁業につきまし

ては、実は生産者の方が希望されて、募集をし

て決まって、そのあたりは後継者となる予定で

今研修をされている方とのお話し合いが十分さ

れた上でなっていると理解しておりまして、委

員御指摘のその分野についてどの程度熟度を

持っているかは、申しわけないんですけど、今

は把握しておりません。

○坂口委員 事業経営体のほうから欲しいとい

うことで、漁業就労者、労働力として次を担っ

てもらう。いわば社員、船員と、漁業そのもの

を引き継いで、自分の後を継いで漁業産業をつ

ないでもらうんだという後継者とは、全くこの

世界は違うと思うんです。まず組合員に入るこ

と、組合の株をもらうこと、それから操業区域、

漁業で釣るとか網とかそういったものごとに許

可漁業、免許漁業をもらう。これは絶対新規は

とれませんから。そういったものがないと、た

だ単に「船員が欲しい」「魚をとってみたい」、

１年間やったって、後が行き詰まってしまいま

す。そこらの見通しがついているのかどうかと

いうことです。

○山内中山間・地域政策課長 そこのところに

ついては、今回、生産者として応募された方が

譲るというふうにお聞きしております。ですか

ら、委員御指摘の部分は多少解消される。ただ、

続くかどうかという非常に難しい問題はあると

思うんですけれども、そこは十分面接をされて、

御本人の意気込みと、将来譲るという前提での

後継者として、この事業を活用されたというふ

うに聞いております。

○坂口委員 今、時代がせっぱ詰まった中での

緊急的な、その場その場で破れをふさぐような

施策を次々講じて、特に雇用問題とか過疎問題、

いたし方ない部分、とにかく背に腹はかえられ

んという現実はわかるんですけど、一つには、

正規採用につないでいけば１人当たり３万円な

り６万円の手当が出ます。いろんな努力とセッ

トですよね。その結果、今、緊急雇用基金事業

で雇用の場をゲットできた人が全国110万人ぐら

いですか、この人たちは必ず半年なりいっとき

期間を経たらなくなっちゃうわけです。330～340

万の失業者にまた110万がどんとふえる形、そこ

で何かのつなぎはできるんでしょうけど、次の

定職、安定した仕事につけるという見通しを立

てながらじゃないと、すごく心もとないんです。

今の雇用が確保できたというのも行政次第だと。

次この事業を続けるか続けないか、どういう施

策ができるかで、物すごいリスクを持った雇用。

それから、今、いろんな過疎対策なんかやっ

ていて、中山間盛り上げ隊ですか、この前ここ

にも来てもらっていろいろ話を聞かせていただ

いたんですけど、初鹿野さんという方、あらゆ

るところに顔を出しているんです。ニーズも多

いから、盛り上げ隊を出せるか出せないかわか

らない。今度の祭りができるのもできないのも

初鹿野さん次第だよと。リスクが外にできちゃ

うわけなんです、自己完結をできないリスクが。

よく農業が天気次第と言われるけど、中山間地

域あるいは漁業集落に入って、漁業だの林業だ

の農業だの１次産業で生活の糧を得ながら、今

のバスの巡回からいろんな行政の施策での支援

をもらいながら何とか生活の最低基盤が確保で

きている。金がないからやめましたとなったら

途端になくなっちゃうという、幾つもの自己完

結できないリスクというんですか、おてんとう

さま次第、天候に左右される作物の作況、値段

はつけられない買い手次第という値段の変動、
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いろんな生活のための、あるいは生命線という

んでしょうか、移動手段とか医療とか、去年ま

では補助金があったから村の役場がやってくれ

た。補助金がなくなったからできない。宮交も

補助金がもらえたから来てたけど、ないから来

ない。行政次第という、今だけで少なくとも３

つの自己完結できないリスクがあるんです。こ

ういうものをことしはやれたやれない、来年ど

うなるかわからないというものは、「バスについ

ては３年先は出せなくなります。その間はこう

いうぐあいで出せます。だから次の受け皿を考

えながらやってくれ」、これは冷たい言い方にな

るんですけど、「やらなければ、あなた方のとこ

ろは公共交通機関による移動手段はあきらめて

くれ。それでも残ってもらえるかどうか」とい

うシビアなものを見せておかないと、「お手上げ

になりました。来年からわかりません」、それで

はいけないと思うんです。過疎対策、必要とい

うのはわかるんですけれども、いつやれないよ

うになるかわからない、それでは心もとないと

思うんです。雇用対策にしてもそう。さっきの

繰り返しになるけど。

今の「宮崎に来んね、住まんね」にしたって、

一時期は、知事も本会議でも答弁しましたけど、

「私が何件引っ張ったんだ」とか、「東国原」と

いう名前があって宮崎県というものがあって、

行ってみようかというケースがあったかもわか

らないけど、いなくなることはわかっているわ

けでしょう。先ほどのみやざき移住定住、田口

委員からも出ていたけど、この事業目的で「本

県の住みよさや魅力をアピールし」、住みよさと

魅力を具体的に何をどうアピールされて、何が

住みよさで、何が魅力と思われたのかわからな

いけど、東国原がいるいないという不安定なも

のじゃなくて、安定している魅力、そこらを勘

違いさせないようにしっかりした現実的なもの

をとらえさせないと、宮崎に借金して来た。何

か違うじゃないか。また借金残してどこかに行

くというような不幸になりかねないので、県民

政策部、せっかく全部を束ねる部ができたわけ

ですから、政策の頭脳の中心にならなきゃいけ

ないところですから、この事業を固定して、何

がどうあろうとも責任と自信を持って宮崎をア

ピールできるよとか、過疎に対応できるよとか、

定住につなげられるというのを、地味でもいい

から基本に返らないといけないんじゃないか。

説明を聞いていて、何をやりましたと言うけど、

「次どうなるの」と言ったら、「わかりません」

とか「国が今いろんなことを考えていますから、

それを注意深く見守っていきます」、僕はこれ

じゃ人の生活に手を差し出しちゃいけないよう

な気がするんです。大きい心配を持っているん

ですけど、そこら内部で心配とか持たれません

か。

○山下県民政策部長 確かにおっしゃるとおり

で、短期的に派手なことをやって、後はどうな

るかわからんと。もちろん行政の中でも物によっ

てはそういう事業もあるかもしれませんけれど

も、人が暮らし生活をし、働きという部分で、

いつなくなるかわからないようなものに頼って、

そこで引きつけてというのは、恐らく行政の仕

事としては本物ではないという気は私もしてお

ります。ただ、そういう中で、例えばみやざき

移住というのは、田舎で暮らしたいとか、もっ

とゆっくり暮らしたいとか、ある意味、世の中

の流れを感じて行動に移される方が一定程度い

るということを前提にこういう事業を始めたわ

けでして……。

それから過疎対策で、例えばバス事業等にし

ても、おっしゃるように、これも将来的にどう
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いう形で続けられるかというのはわかりません

けれども、これまで地域の交通体系の整備とい

うのはどうしてもハードに偏りがちだった部分

が、高齢化等もあって交通弱者が出てくる中で、

ハードはもちろん一定程度は必要なんですが、

ソフトに移るべきだろうという中で、こういっ

た事業も出てきたんではないかと思います。あ

る意味では、行政としては呼び水的な事業とし

てこういう事業をやっていく、それが支援の配

分のあり方を変えていくべきではないか、そう

いう意味でこういった事業をやっているという

ことでございます。

○坂口委員 そのとおりだと思うんです。思う

んですけれども、この事業がいつまでやれるの

とか、これは本当に将来も続けることができる

のといったものを、ここで尋ねてもそうですし、

自分なりに考えてもそうですけど、金次第だよ

なといって、決してこれが右肩が上がることは

ないだろう、あるいはこの事業がますます充実

されて拡大されることも難しいだろうという中

で、でも、いきいき集落をつくるんだ、つくる

んだ。ここで定住していただくんだということ

で一生懸命やられて―これはありがたいこと

というのはわかっているんです。わかっている

けれども、そこでぽんと手を離さざるを得なく

なったときに、「ごめんなさい、あすからやれま

せん」となったときに、そこにぽつんと残るよ

うな、ある日突然ではだめなんじゃないか。

もう一歩踏み込んで言えば、「もうこの集落は

あきらめてくれ。将来こうなったときに、本当

に自己完結でやれるんなら残ってください」、

つらくてもそういったものもやりながらやって

いかないと、中山間あるいは山間地域の都市計

画にかわるような次の地域計画、「将来はこれだ

けコンパクトにしないと無理だよ。行政の支援

はここらまでが限界ですよ。ただ、あなた方の

知恵あるいは努力とでやれるものがあったらい

いけれども、将来はこうなります」ということ

を示してやらないと、祭りができなくなりまし

た。応援隊を送ります。それはＮＰＯがやりま

す。そこに事務費を400～500万出してやらせる。

来年からこの委託料を出せませんとなったとき

に、初鹿野さんがやってくれるかとなったら、

「それはとてもやれません」となると思うんで

す。それで拡大していって、300人欲しい、500

人欲しいとなったときに、「人がいません」

「じゃ、ことしはあきらめてくれ」。定住、自立、

いきいきと言いながら、他力本願にならざるを

得ない。行政次第、あるいは支援に来てくれる

団体次第で、人様次第というリスクをからわせ

てはだめなんじゃないですかということが言い

たいんです。そういうことをやるなら、リスク

として考えなくてもいいように、これは固定し

てずっと続けていきますというものがなければ、

それを前提条件として、そこが成り立ってもで

きませんとなったときに、バスが走りませんと

なったときに、だれも責任とらない。リスクと

してそこに住んでいた人にかかっていく、それ

じゃ不親切じゃないのかということを言うんで

す。だから、「冷たいじゃないか、けしからんじゃ

ないか」と言われても、「ここが限界だ、この後

はあなた方の判断でしてくれ」というものがま

ず入り口であっての、中山間地対策だったり過

疎対策だったりＩターン対策じゃないといけな

いんじゃないかと、この委員会にいて危機感を

持ってきたものですから。何かコメントできた

ら。そこらの心配を持っておられるんじゃない

かと思うんです。

○山下県民政策部長 さっきの話の続きみたい

になるんですけれども、基本的には、自立とい
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いますか、みずからやろうとされるところにど

う手助けするかという形で、県としては―も

ちろんこれは財政的にもできませんし、恐らく

長続きもしないということで、特に我々がやっ

ている事業はそういうところが大きいと思いま

す。将来の姿はどうなるかという部分は、例え

ば、集落支援員という形で、これは本会議でも

お話が出たんですけれども、将来の集落の年齢

構成からいくと、10年後はこうなる、20年後は

こうなる、後継者も出ないというような、ある

意味集落の姿を冷静に見つめていただくような

データを集落全体でお話をいただいて、将来ど

ういう道を選ぼうか。それなりに見通しがつけ

ば、この中で生きていって、生きていく以上、

外から人が来てほしいし、交流があってほしい。

人が来てほしいというけど、生きていこうとす

るときに、集落の機能がどうしても集落の人だ

けでは満たせないというところに、中山間盛り

上げ隊というようなものがあります。恐らくこ

の盛り上げ隊というのは、お金は余り使ってい

ないといいますか、ボランティアに頼る部分が

相当大きいので、将来的にもこれは続けるであ

ろうと思います。お答えになったかどうかわか

りませんが。

○坂口委員 多分、なっていると思います。そ

うなんです。

だから、今みたいにお金がかからない、そし

て人様さえその気になってくれればと言われる

のは盛り上げ隊みたいなものですね。それを、

例えば初鹿野さんの団体に委託をして、そこが

マネジメントをやりながら人を出していく、そ

の整理をやっていく。300万なり400万なりの委

託料がずっと続けばそれでいいんですけれども、

呼び水を出してもらってこういうやり方がある

よというものを示してもらう。人を送るという

ことは善意さえあればずっと続くわけだし、そ

の祭りだってことしはやれたやれない、草刈り

もやれたやれない、来てくれればやれるじゃな

くて、必ずこの時期にはこういうことがやれる、

来てくれるというものを固定させたらどうか。

そのためには、例えば、市町村の社協あたりが

個別に人を把握しておく。全県下のものを一と

こで束ねて、「今回は行かせます」「今回は無理

です」、あるいは「同じ日になったからごめんな

さい」じゃなくてというぐあいに、固定できる

ものは固定して、これはずっと続けますよとい

うものを示してあげる。あるいはさっき言われ

るように、バスは国の事業が何年後になくなっ

たら県単では無理ですよとか、国の施策次第で

やれるかやれないかわからないようなものは、

本当に自明的にそこが存続していくためには必

要なことだったら、国がどうあろうと何がどう

あろうと、県としては20年、30年やっていくと

いうものを固定させるとか、そういうものがな

いと親切じゃないんじゃないか。むしろ、いざ

というときにとんでもないつらい思いを一遍に

させてしまうんじゃないかという心配を持って

いるんです。これは僕の話の仕方もうまくない

かもわからんですけど、これはいいんですけど。

それと参考までに、５ページのＵ・Ｉターン

の人材バンク、さっきから数字が大きい割には

就職決定者がというんですけど、特別な技術と

か資格とか経験、そういう人たちだけの数字で

今もこれは続いているんですか。それとも、こ

ちらに帰りたいと希望している人が、特筆でき

るものを持たなくても、そこに人材として登録

されているんですか。

○柳田地域雇用対策室長 Ｕターン希望者の状

況につきましては、建築士の資格とか、その人

が持っている資格の情報を出しております。先
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ほど申し上げましたように、人材バンクには、

県内企業がある程度資格とかノウハウを持って

いる人を期待して求人を出してくるものですか

ら、求職される方も、自分はこんな資格を持っ

ています、こんなことができますということを

データとして出されてやるということでやって

おります。

○坂口委員 15年、20年前もそんなで、決定率

が低いですよね。これは低くて当然のことだっ

たんです。自分はこういう資格を持って何年やっ

ているから、当時でも最低40万円欲しいとか、

売り手サイドの要望がそこにぽんと載っている

から、実数的には小さいんですけど、そのころ

はもっと数字が低くて、年間何名程度だったよ

うな気がするんです。説明会も年に２回ぐらい

やられていたような気がするんです。そういう

意味では、特殊な技術とか技能、資格を持った

人の動きというのは、景気はどうこう言いなが

らも、むしろ今大きくなってきているのかなと

感じたものだから、ここに登載される人の質と

いうのは以前と変わっていないということでい

いんですか。以前は特別な資格や経験を持って

いる人が登録されていましたよね。

○柳田地域雇用対策室長 資格については特に

問うていません。県外に行っておられて帰りた

いとか、特に学生さんもいますので、特別な資

格という形ではしておりません。

○坂口委員 以前と変わってきているんですか

ね。以前は、国家試験を何を持っているとか、

こういう技術を持っているという自分の売りを

持った人、そのかわり給料を30万くれ、40万く

れという人たちが、いわゆる人材として登録さ

れていたけど、そのころ決定者数が少なかった

んです。年間何名程度だったんです。50何名と、

今の不況時代にふえてきているから、帰りたい

という希望の人までそこに入ってきているのか、

昔と違ったのかどうか知りたいだけなんです。

○山下県民政策部長 20年ぐらい前に私もこの

仕事に携わったことがあるんですが、まさに人

材バンクとして始めたんです。どちらかという

と製造業、あるいは３次産業も高次のサービス

産業、そういった人材を県外から帰ってきてい

ただこう、あるいは求めようということで始まっ

て、おっしゃるように要求される給与水準が非

常に高いものですから、そこでなかなかマッチ

しないというのがありました。私もこの資料を

見て、ふえたなという感じはしました。恐らく

それは、この経済状況の中で相対的に従来より

要求される給与の水準も下がったというのが一

つだろうと思います。

○宮原委員長 ほかにはございませんか。

ないようですので、これで終わりたいと思い

ます。

執行部の皆さん、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時30分休憩

午前11時32分再開

○宮原委員長 委員会を再開いたします。

協議事項（１）の条例要綱案についてであり

ます。

資料１をごらんください。本日、この要綱案

を決定することとしておりますが、前回との主

な変更点や御協議いただきたい点について御説

明いたします。

全体を通じ、内容につきましては前回の案か

ら大幅に変更した点はございませんが、文章の

前後入れかえや細かい文言等の修正を行ったと

ころでございます。

要綱案１の「制定の趣旨」のところをごらん
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ください。前回、委員から御指摘のありました

「県民等の総意の下」という表現につきまして

は、下から２行目にございますとおり、御意見

等を踏まえ、「私たち宮崎県民は」との表記に変

更したところでございます。また、５から７ま

での「県の責務」「市町村の役割」「県民等の役

割」についてでございますが、ごらんのとおり、

「基本方針にのっとり」という言葉を入れまし

て、それぞれの役割等をすっきりと整理したと

ころでございます。

次に、御協議いただきたい内容について御説

明いたしますが、11の「財政上の措置」のとこ

ろをごらんください。この「財政上の措置」に

つきましては、前回の委員協議において、現在

の「必要な財政上の措置を講ずるよう努めるも

のとする」から「講ずるものとする」に変更す

るべきではないかとの御意見をいただいたとこ

ろでございます。ここで、資料２をごらんくだ

さい。「財政上の措置」が規定されている本県条

例５件の条文を記載しております。ごらんのと

おり、いずれの条例におきましても、条文では

「講ずるよう努める」となっているところでご

ざいます。

このような状況を踏まえ、本日は、もう一度

この点について御意見等いただきたいと思いま

す。

○緒嶋委員 「講ずるものとする」との違いは

どのように理解すればいいんでしょうか。

○日髙政策調査課長 「講ずるよう努めるもの

とする」ということにすれば、言ってみれば努

力規定的な感じの表現になります。「講ずる」と

なりますともっと強い表現になりますが、実際

上は、条例の中に「財政上の措置」という条項

が入れば、条例としては、財政上の措置をやる

んだという意味の県民に対するアピールがこの

条文の中では出てくると考えられると思います。

そういうことで、本県にあります条例につきま

しては、ほかの条例も「講ずるよう努めるもの

とする」という表現にしておるのかなと考えて

おるところでございます。

○髙橋委員 県外の条例で「講ずるものとする」

というところがあったですよね。

○日髙政策調査課長 中山間の条例を県外５つ

の県がつくっておりますけれども、「講ずる」と

しているのが福島と島根、「努める」としている

のが山口と鳥取でございまして、岡山県は「財

政上の措置」そのものについての規定はござい

ません。ですから、５県のうち２県と２県に分

かれております。

○宮原委員長 それでは、「財政上の措置」の条

文の最後の文言につきましては、「講ずるよう努

めるものとする」に決定をしたいと思います。

最後に、全体を通して御意見はございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、要綱案をこういうこ

とで決定してよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 そのように進めさせていただき

たいと思います。

次に、パブリックコメントについてでござい

ますが、この要綱案について、パブリックコメ

ントを実施するかしないかについて決めていた

だきたいと思います。

○緒嶋委員 パブリックコメントは当然やって、

いろいろ御意見があればそれを伺うというのは

当然なことじゃないですか。

○宮原委員長 ここで、他県の状況を調べさせ

ていただきました。議員発議で中山間地域振興

条例を制定した４県がどういう状況でやったか
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ということを調査してみると、議員発議案とい

う形で条例を提出するに当たっては、それぞれ

の皆さんが日ごろから地域の声を聞いて、吸い

上げた状況の中で条例を制定するということに

至っておりますので、他県４県もパブリックコ

メントは実施しておりませんでした。緒嶋委員

のほうからはやったほうがいいんじゃないかと

いうことですが、いかがでしょうか。

○坂口委員 パブリックコメントそのものに、

物すごい疑問と否定的な考えを持っているんで

す。我々は代議員です。だから、それをやると

いうことは自己否定につながると思うんです。

そこはプライドを持ってやらないとと思うんで

す。

○緒嶋委員 意見を聞くというぐらいのゆとり

はあっていいのかなという気がしたんです。

○坂口委員 物すごいものが要望として上がっ

てくると思うんです。だから、ガスためになっ

てしまって、ガス抜きにならない。

○宮原委員長 皆さんの御意見を聞きますと、

パブリックコメントは要らないんじゃないかと

いう方向が強いと思います。

それでは、パブリックコメントは実施しない

ということでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、そのように決定させ

ていただきたいと思います。

次に、協議事項（３）の次回委員会について

であります。

次回の委員会は、閉会中の１月28日金曜日に

行うことを予定しております。次回は、執行部

を呼んで説明聴取ができる最後の委員会となり

ます。また、条例案や委員会報告書の骨子案に

ついても御協議いただきたいと考えております。

執行部から特に聴取しておく必要があるような

事項がございましたら、御意見をいただきたい

と思います。

それでは、特にないようですので、次回の委

員会の内容につきましては正副委員長に御一任

をいただきたいと存じますが、よろしいでしょ

うか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、そのような形で準備

をさせていただきたいと思います。

最後になりますが、協議事項（４）のその他

でございますが、委員の皆様から何かございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、ないとのことですの

で、再度申し上げますが、次回の委員会は１月28

日金曜日の閉会中でございますので、よろしく

お願いいたしたいと思います。

それでは、本日の委員会を閉会いたします。

午前11時42分閉会


